
２．確定給付制度
 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 8301225312円
勤務費用 795038730円
数理計算上の差異の当期発生額 356365128円
退職給付の支払額  554905545円

期末における退職給付債務 8897723625円

 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

非積立型制度の未積立退職給付債務 8897723625円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8897723625円
退職給付引当金 8897723625円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8897723625円

 退職給付に関連する損益

勤務費用 795038730円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 356365128円
合計 1151403858円

３．当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
 契約資産及び契約負債の残高等 （単位：円）

当事業年度

期首 期末

医業未収金
顧客との契約から生じた債権 11061663329 11733187532

契約資産 627600326 672329563

未収金
顧客との契約から生じた債権 1936663713 1621565847

契約資産 575462726 726441229

前受金
契約負債 1330086293 1354174507

契約資産は、医業収益、研究収益において進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る未
請求の履行義務に係る対価に対する当法人の権利に関するものであります。契約資産は対価
に対する当法人の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられ
ます。
契約負債は主に、研究収益について、契約に基づき顧客からうけとった対価であり、収益
の認識に伴い取り崩されます。
期首時点の契約負債残高のうち、当事業年度に認識した収益の額は、806百万円でありま

す。
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Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 30402729163円

        

資金期末残高 30402729163円

        

２．重要な非資金取引
該当事項はありません。

Ⅵ．退職給付引当金
１．採用している退職給付制度の概要

当センターは、職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。
非積立型制度である退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時
金を支給しております。

 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎
割引率 15％

Ⅶ．固定資産の減損関係
該当事項はありません。

Ⅷ．不要財産に係る国庫納付関係
該当事項はありません。

Ⅸ．資産除去債務関係
１．資産除去債務の概要

当センターは、所有する建物の解体時におけるアスベストの除去費用並びに、所有する医療
用器械備品等の処分時における放射性同位元素及び放射化物の除去費用につき資産除去債務を
計上しております。

２．資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積りにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐用年数を参
考に６年～39年と見積っております。割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債
の利回りを採用しており、0147％～2283％となっております。

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減
期首残高 2297283313円

        

時の経過による調整額 16198797円

        

当期認識した資産除去債務 0円

        

資産除去債務履行に伴う減少額 0円

        

期末残高 2313482110円

        

Ⅹ．収益認識関係
当法人は、以下に記載する内容を除き、独立行政法人会計基準第86における収益に重要性が乏し
いため、注記を省略しております。
１．収益の分解情報

当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、研究事業、臨床研究事業及び診療事業であ
り、各事業の主なサービス等の種類は受託研究に係るサービス成果、診療行為に係るサービス
であります。上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、10729百万円、
8776百万円及び73061百万円であります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおり
であります。
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